三宅島島内作業におけるカテゴリー区分等について

http://www.metro.tokyo.jp/INET/ETC/SAITAI/HISAI/MIYA3312.HTM
　現時点での火山活動の状況等を踏まえ、島内での観測機器の設置、ライフライン施設の維持等のために必要な作業及び火山の観測等を円滑に進めるため、当分の間、噴石、火砕流及び火山ガスの危険性を考慮したカテゴリー区分、及びその区域内でこれらの作業等を行うにあたって、防災作業関係者に対する作業条件等を以下のとおりとする。
　カテゴリー区分及びその区域内での作業条件等については、火山活動の状況、観測機器の整備状況、道路啓開やコンテナシェルター等の安全対策の整備状況に応じて、適時適切に見直すこととする。なお、東京都現地災害対策本部(以下｢現地対策本部｣と言う。)での作業計画の調整等の諸手続については別途現地対策本部で定めるものに従うこととする。
１　カテゴリーの定義等
（１）　Ｃ１
　　１）　区域　火口縁の外側500m以内
　　２）　規制　立ち入り禁止
　　３）　説明　前兆的な現象の把握が困難な、小規模噴火(有色噴煙の高さが山頂から2000m以下)、カルデラ火口壁の崩落による危険性のある区域。
（２）Ｃ２
　　１）　区域　林道雄山環状線(鉢巻き道路)を含め、その内側からＣ１までの区域
2） 規制　原則立ち入り禁止。ただし、火山専門家、火山専門家が同行する観測機器設置

　　　　作業或いはライフライン維持作業等に必要な最小限の防災作業関係者のみ、厳

重な監視の下に避難拠点まで５分程度以内で避難できる範囲に立ち入り可。
　　　　　　　　(参考)車の場合：避難拠点から概ね１kmの範囲。
　　　　　　　　　　　徒歩の場合：避難拠点から概ね300mの範囲。
　　　　　　　　　　　車の速度は時速12km(200m/分)、徒歩の速度を時速４km弱(60m/分と想

定さらに、入域に際しては、所要の火山ガス対策を講じる必要がある。

　　３）　説明　上記小規模噴火による噴石・火砕流の危険性はないが、中規模噴火（噴出物の初速度150m/s未満、有色噴煙の高さが山頂から2000～5000mの噴火）による噴石・砕流の危険性がある。火山ガスの放出が安定的に続いている現状でもこのような中規模な噴火が発生する可能性は否定できず、発生する場合においても火山性微動、噴気現象等の微弱な前兆的な現象しか現れない可能性が高いものと考えられる。このため、遠望監視カメラ画像による監視、現地における火山専門家による監視並びに地震計及び空振計等の観測機器による監視等を総合した厳重な監視の下に限定的に立ち入りを認めることとする。
（３）Ｃ３
　　１）　区域　Ｃ１及びＣ２の区域を除く三宅島島内の区域
2） 規制　火山専門家、防災作業関係者のみ立ち入り可。ただし、避難拠点まで10分程

度以内で避難できる範囲に限る。

(参考)車の場合：避難拠点から概ね２kmの範囲。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　徒歩の場合：避難拠点から概ね600mの範囲。
　　　　　　　　さらに、入域に際しては、所要の火山ガス対策を講じる必要がある。なお、Ｃ

２区域を経由してＣ３区域に入域し、作業を行う場合はＣ２区域の規制に従う。
3） 説明　上記小規模噴火及び中規模噴火による噴石・火砕流の危険性は極めて低いが、

　　　　　　大規模噴火(噴出物の初速度150～200m/s程度の噴火)による噴石・火砕流の危

険性がある。火山ガスの放出が安定的に続いている現状でもこのような大規模

な噴火が発生する可能性は否定できない。このような大規模噴火が発生する場

合においては、噴火の開始が地震計及び空振計等の観測機器により噴火の発生

が直ちに確認でき、噴火開始から致命的な被害をもたらす噴石・火砕流の発生

まで一定の時間があることから、地震計及び空振計等の観測機器による監視の

下に火山専門家、防災作業関係者の入域を認めることとする。
（４）Ｃ４
　　１）　区域　三宅島の海岸から約４kmの海域
2） 規制　島内作業のための船舶については、予め現地対策本部に登録した船舶のみ入域

可。それぞれの船舶については現地対策本部との連絡が取れる体制が整備され

ていること。火山ガスの危険性もあり、所要のガス対策が講じられるよう準備が必要。
3） 説明　大規模噴火(噴出物の初速度が200m/s程度より大きな噴火)が発生した場合に

は噴石や火砕流が直接的に影響する可能性が高いと考えられる。
【以上で使用した用語について】
噴　　火　　　：火口から火山灰等の固形物や溶岩を火口付近の外へ放出する現象。
火山専門家　　：気象庁､大学等研究機関､東京都のそれぞれが火山専門家と認め、予め現地対策

本部に登録された者。
防災作業関係者：観測機器設置､ライフライン維持、現地状況の把握、警戒･緊急連絡等に従事す

るため、国、東京都、三宅村等の防災関係機関、大学等研究機関、電力･通信事業者等のそれぞれが必要と認め、予め現地対策本部に登録されている者。
避難拠点　　　：コンテナシェルター・堅固な建物・耐熱車両。

